労働契約書

●株式会社（以下「甲」という。）と●（以下「乙」という。）は，下記のとおり労働契約を締結する。
第1条 甲は次条以下の労働条件により乙を雇用し，乙は甲に雇用されて甲の事業に関する業務に服することを約し，甲はこれに賃金を支払うことを約した。

第2条 本契約は有期労働契約とし、その期間は、平成●年●月●日から平成●年●月●日までとする。

第3条 乙は下記の場所において下記の業務を甲の指示に従い誠実に行う。

就業場所：　　　　　　　　　

就業業務：　　　　　　　　　
　2　 甲は業務の必要がある場合には，前項の就業場所，業務の内容を変更することができる。
第4条 乙の勤務日数は、１週●日とする。

第5条 乙の就業並びに休憩時間は次のとおりとする。

　　　 始業：午前●時

　　　 就業：午後●時

　　　 休憩：●時より●時間

　2 前項にかかわらず、業務の都合上やむを得ない場合これを変更することができる。
第6条 　所定勤務日以外の日は、休日とする。
2 　甲は、業務の都合により、あらかじめ、前項の休日を他の日と振り替えることができる。
第7条 乙の賃金は甲が乙に別途交付する給与辞令によることとする。
第8条　乙が、次の各号のいずれかに該当するときは、それぞれに定める日をもって退職とする。
(1) 在職中に死亡したとき　死亡日
(2) 本契約期間が満了したとき　その満了日
(3) 退職を申し出たとき　甲が退職日と認めた日
　2　 乙は、自己の都合によって退職しようとするときには、退職を予定する日の1か月前までに、甲にその旨を願い出なければならない。
1 第9条 甲は乙が次のいずれかに該当する場合には30日前に予告するか又は30日分の平均賃金を支払うことで解雇することができる。

2 精神又は身体の障害のために業務に堪えることができないとき

3 労働能率が著しく劣り，向上の見込みがないと認められるとき

4 その他，甲の都合によりやむを得ない事由があるとき

第10条　本契約に期間の定めがある場合であっても、甲は、乙の勤務成績、勤務態度、労働期間満了時の業務量及び甲の経営状況等を考慮した上で、新たに労働契約を締結することがある。
2 　前項の新たな労働契約を締結するかどうかは、本契約の30日前までに、甲は乙に通知をする。
第11条 甲及び乙は，本契約に関し裁判上の紛争が生じたときは，甲の本店所在地を管轄する裁判所を専属的合意管轄裁判所とすることに合意する。

以上のとおり合意し，その成立の証として本契約書２通を作成し，各自署名捺印のうえ，各１通を保管する。

平成　　年　　月　　日

甲　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　乙　　住所

　　　　　　　株式会社　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　㊞

　　　代表取締役　　　　　　　　　　㊞　　　　　　生年月日

（C）弁護士法人長瀬総合法律事務所
本書式はあくまで参考例にすぎず，貴社の具体的な状況に応じて加筆修正していただき，貴社の責任においてご利用ください。


